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1　問題の所在
　明治10年代から、在来産業における同業者組織化が、維新政権の経済政策＝「殖産興業」政策の重
要な一環として位置づけられるようになる。その法的表現が「茶業組合準則」、「同業組合準則」（1884
年）、「蚕糸業組合準則」（1885年）である。そして、これらの準則は、改廃されながらも同業者組織
化の準拠法として、明治20年代＝企業勃興期における農商務省の政策基調の一つを形成していったと
みて大過あるまい。
　ところでこの同業者組織化政策については、従来さまざまな研究がなされてきているが、その多く
は、独占成立以降に顕現する中小企業問題、あるいは中小工業問題の前史として同業組合に関する政
策を検討したもののようである1）。さらに、封建制から資本制への移行の日本的特質を究明する手が
かりとして、すなわち、株仲間＝ギルドの解体→自主的な同業組合の結成という視角、あるいは絶対
主義政権の「産業規制」の特殊日本的形態の解明といった視角2）（ここでいう特殊とは、経済構造に
おける半封建的生産関係の強固な残存を基礎とした国家の絶対主義的性格のゆえに与えられるのみな
らず、当時の日本をとりまく国際的諸条件の国内的諸条件への内在化によっても与えられる）等から
も取り上げられてきた。そのほか経済統制の観点から同業組合の統制機能に言及したもの3）などもあ
るが、以上のような諸研究のなかで、重要と思われる論点をとり出すと次のようである。
　第1に、封建制から資本制への移行の特殊性との関連である。日本においては、「商人が生産を直
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接的に占領する」仕方を一般的なものとしており、そのことは在来産業分野ではいっそう商人層の取
得する譲渡利潤の存続を可能とした。この点に関して、宮本又次氏は、旧幕時代からの都市商人たち
は、近代的経営形態としての「会社」形態を採らないで、準則組合、重要物産同業組合といった「組
合的結合を再編成することにより旧くからの経済体制を温存した」としつつ、「このような形態で前
期的資本の近代化・脱皮がはかられた」4）とされている。しかしその場合、「近代化・脱皮」の意味が
かならずしも十分に明らかにされていないようである。かりに「近代化」を資本主義化と等置するこ
とが可能だとすれば、本来的には、私的所有に対する制限、身分的諸拘束、特権付与による前期的資
本の譲渡利潤収奪擁護、生産・流通に対する諸規制等が撤廃され、「所有の自由」、「営業の自由」の
保障の下での自由競争が措定されねばならないだろう。この点について、大石嘉一郎氏は、生糸の生
産、流通形態を念頭に置きながら、国家によってバック・アップされた特権的商人層の「産業規制」
にふれて、その制度的「規制」の解体（横浜連合生糸荷預所事件を契機）の後、「明治18年『同業組
合準則』のように、生産者仲間の自主的な組合規制に委ねられ、法制上は、その組合の準則が設けら
れるにとどまるが、実際には、資金上の独占を背景として、地方官憲の指導の下に、商人資本の直接
生産者支配の機構が拡充していった」5）とされている。すなわち、日本では西ヨーロッパにみられた
絶対王制による古典的な産業規制が成立しえなかったのみならず、特権的商人による「産業規制」す
ら欧米諸国の圧力で解体させられてしまう。しかしこのような商人の直接生産者に対する支配＝規制
は、資金面から実質的には貫徹する、とされている。そしてこのような機構の拡充に、同業組合が一
定の役割を：果たしたとされているのである。ところで、同業組合に関するこのような見解に対して、
正田健一郎氏は・同業組合結成のような明治10、20年代の「産業組織化運動」は実業者の自主的運動
であり、それに対応した政府の政策は「自由主義的な傾向」のものだとして批判されている6）。また
由井常彦氏も、同業組合準則については、「営業の自由の基本原則の範囲内で取り扱われるべきもの」
として政策当事者は予定していた、とされている7）。かくて同業組合の評価は2つに分かれているの
である。すなわち、種々の前貸問屋制支配＝商人資本の生産支配＝「商品生産および流通の自由」に
対する規制＝「営業の自由」の規制に寄与するものとするか、否かである。これに対する回答は、さ
しあたり政策立案および適用過程の検討、さらには同業組合の実態の検討から準備されうると思われ
る。
　第2には、同業者組織化政策の、「殖産興業」政策中に占めた位置についてである。同業者組織化
に関する主な法律には、同業組合準則のほかに、重要輸出品同業組合法（1897年）、重要物産同業組
合法（1900年）があり、さらに1920年代以降種々の法が制定されているが、ここでは重要物産同業組
合法までに限定しておこう。前述のように、明治10年代に始まる同業者組織化政策は、移植大工業に
ではなく在来工業（＝「固有工業」）を対象としたが、さしあたってはそれらを輸出産業として育成せ
んとしたものといえよう。周知のごとく、日本資本主義は貿易を不可欠の契機として確立した。すな
わち、生糸を筆頭とした在来工業製品の輸出が、先進国からの諸機械、軍器等の輸入を可能としうる
かどうかは、資本主義的再生産構造成立の不可欠の契機だったのである。それゆえ資本主義化を推進
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しようとすればするほど、たとえ生産様式が古いままであっても、在来工業をますます輸出産業へと
動員していったのであり、そこに同業者組織化政策の独特の意義もあったと思われる。この点との関
連では、上山和雄氏が同業組合準則について、一面では「殖産興業」に対する豪商農の主体的参画を
促しながら（そのことによって彼らを体制基盤へ組み込むことにもなる）、この「殖産興業」が、輸
出増進・輸入防遇の実現を内実とした「万国対峙」の経済的表現であった以上、他面では「行政機関
の強い指導性」が貫徹したと指摘されており、興味深い8）。また、明治30年代における同業者組織化
政策の意義について言及したものとして、水沼知一氏や石井寛治氏らの業績がある9）。両氏とも輸出
振興策として高く評価されているが、実態的把握の点では不十分と思われる。
　以上、2点に集約して、同業者組織化政策について検討する場合の要点を整理した。そこで、これ
らの点に留意しながら、以下において同業者組織化政策に関する若干の検討を試みよう。ただし、本
稿では農商務省の政策動向を中心に分析してゆくこととし、それとの対応で個々の同業組合に若干言
及するにとどめる。それゆえ、多くの同業組合の実態分析を不可欠とする第1の要点への言及は・不
十分である。
皿　同業者組織化政策の展開
　農商務省創設を経て、勧業政策の一定の転換がはかられたが、同業組合準則はその好例である10）。
この準則は、農工商を対象に、同業者の組織化により粗製濫造と不正取引を防止することを目的とし
ていた。それゆえに、全同業者の加入や組合規約遵守が、目的達成のためには最重要であった。とこ
ろがこれらに関する違約者処分、罰則規程について、この準則自体では何も規定していなかったので
ある。しかもこれはまさしく「準則」であり、同業者組織化の国家的推進を図るにはあまりに緩やか
なものであった。この理由は定かではないが、1884（明治17）年に農商務省に提出された東京商工会
の同業組合に関する「復申書」、および「同業組合ノ設立ヲ要スル儀二付建議」に興味深い見解があ
る。そこには、「組合多数ノ集合力ヲ以テ害他利己若クハ専売ノ趣意ヲ包含シ、又ハ巨額ノ課金ヲ以
テ新二加盟セソトスル者ヲ防拒スル等総テ公益改進ノ目的二惇リ候条款ヲ堅ク御禁止有之・其他ノ細
則ハ可成各組合ノ取捨二御放任相成候様仕度」と表現されている11）。これは、「専売特許ノ弊」一株
仲間の再現と「政府干渉ノ弊害」を、ともに不可とした益田孝らの意見が採用された結果である。同
業組合準則制定にあたっては、同年開かれた勧業会での議論や東京商工会、大阪商業会議所の見解が
重要なイソパクトとなっているのであるから、前述の見解と準則の内容に一定の関連を認めることは
可能であろう。
　さてこの準則布達以後、いかなる問題が生じてきたであろうか。各年度の「農商務省報告」に従う
と、まず第1に、種々雑多な組合の認可申請が相続き、行政上煩雑をきわめたことである。それゆ
え、1885（明治18）年農商務省達第35号をもって適用対象を「重要物産ノ改良…蕃殖二関スル農商工業
者ノ組合」に限定した12）。ちなみに1886年11月、組合数はすでに1579に達していた13）。第2に、準則
の規定する組合の機能に関してである。維新を契機として制度上は封建的な生産・流通規制が廃止さ
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れたけれども、ほとんどの産業領域で、生産過程の変革を遂げていないこの段階では、同業組合は多
くの場合株仲間的機能を備えようとしていた。それゆえ農商務省は、この点に留意するよう何度か府
県に指示している。翌1885（明治18）年には、「内達」14）を発して、「締売締買」、加入制限などの「公
益改進ノ目的二惇ルノ条款」を有するものは、「決シテ認可ヲ与フヘカラザル」としたが、1886（明
治19）年6月に内訓された「同業組合準則心得書」15）に包括的に指示されている。そこでも「総テ公
益改進ノ目的二惇戻スル廉アラバ堅ク之ヲ禁セサル可ラス」として、11項目の注意事項を示している
のだが、そのうち重要と思われるものを列挙すると次のごとくである。
　1、価格若クハ賃銀ヲー定スル1……これは「営業上ノ活発ヲ阻喪シ或ハ需要者二不利ヲ与ルノ恐
ナシトセス又工賃若クハ運賃ヲー定セントスルカ如キモ亦活発競争ノ気象ヲ沮ミ平均ヲ失ハシムル
虞」があるとしている。
　2、製造高ヲ制限スルコ……これは「却テ発達進歩ヲ害スルノ恐」があるとしている。
　4、問屋又ハ仲買人ノミニ就テ売買スヘキ制限ヲ設ル1……「規約ヲ以テ之二専売買権ヲ与ルカ如
キハ検束二過ク」から「組合員ノ意二任スヘキ」としている。
　5、仕向先又ハ産出元ノ制限ヲ設ル1……「規約ヲ以テ之力制限ヲ設クルカ如キハ検束二過キ各自
ノ勤勉心ヲ阻喪セシムルノ恐レアリ」としている。
　7、身元信認金又ハ積金ノn……禁止はしないが「務メテ其適当ノ額二止ムヘシ」とし、新規加入
を拒むことのないようにとしている。
　9、違約者ヲ処分スルニ其営業ヲ停止シ又ハ除名スルn……これは「民間相互ノ約束ヲ以テ定ムヘ
キ限ニアラス」、法令をもってはじめて可能だとしている。さらに「準則第四条二抵触シ不都合」だ
としている。
　10、加入ノ際組合員ノ連署ヲ要スル1又ハ部内ノ取締若クハ委員等ノ紹介添書ノ類ヲ要スルコ……
「陰々裡二新規加入ヲ拒ミ又ハ起業ヲ妨クル等ノ具」になり得るから、「如斯規定ヲ設ケシメザルヲ
可」としている。ここにおいて、政策当事者がこの準則で企図していた組合の機能はほぼ明らかであ
ろう。すなわち、同業者数の制限や生産量の制限、賃金・価格の協定、さらには流通経路の限定とい
った生産・流通に対する規制を排除し、「公正」な経済的競争を前提とした同業者組織を結成させよ
うとしたのである。このような動向は20年代にも継続され、福井県や京都府等からの「伺」とそれに
対する「指令」にあらわれている16）。しかし、このように株仲間が有していたような制度的諸規制を
排除はしたが、それでは何によって「営業上ノ弊害ヲ矯メ其利益ヲ図」（同業組合準則第2条）ると
いう目的を遂げさせようとしていたのか。前述のように、準則自体はきわめて簡単なものであり、同
業者が結集して改善に努力すること以上の具体的規程は、当事者に作成させるものであった。それゆ
え、この点が諸営業者の不満となって、明治30年代の新たな同業者組織化政策に反映されてゆくこと
になる。第3に組合の強制力の問題である。加入強制については、「組合員ト同業ヲ営ム者ハ其組合
二加盟スヘシ」（第4条）とされながら、罰則は定められていなかった。また、違約者処罰について
も何ら直接的な規定はなされていなかった。府県からの「伺」、「指令」をみると、これらに関する問
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い合わせが多い。農商務省からの指令では、加入を拒否する者に対しては、「其庁限リ違警罪ノ明文
ヲ掲ケ置適宜処分スルハ不苦候」17）と回答しているほか、組合自体が営業停止権や違約者除名権をも
つことは認めていない。さらに府県が営業停止権を持つことについても「追テ何分ノ儀二達スヘシ」
と回答しているだけである18）。それゆえ、強制加入を規定していても事実上は空虚なものであり、各
組合の規約も厳守されない傾向を禁じえなかったと思われる。
　さてこのような問題点に商工業者たちはいかなる対応をみせたであろうか。1885（明治18）年、東
京商工会は「同業組合ノ設立ヲ要スル義二付建議」19）を提出している。そこでは、「私利二汲々」する
あまり「此準則ニヨリテ組合ヲ新設致候商工業ノ種類ハ甚ダ僅少」でしかないが、今や「世界ノ市場
二立テ能ク万国ト営利ヲ競ハザルベカラズ左レバ今二於テ之（同業組合……引用者）ヲ指導誘抜シテ
結合ノ精神ヲ養成致候事ハ実ニー日モ忽ニスベカラザルノ急務」であり、各商工業者を「自由二放
任」していては「到底我国ノ富強ハ前途二期シ難」い、「依テ何卒右準則ノ義ハ全ク之ヲ廃止シテ更
二条例ヲ制定セラレ、凡ソ地方長官ハ生産商工業ノ進歩ヲ図ルニ必要ト認ムル場合二於テハ適当ノ
区域二従ヒ其所管内ノ商工業者ヲシテ組合ヲ設立セシムル事ヲ得ル事ト定メラレ度希望」している。
同時に、加盟を拒む者に対しては「相当ノ方法ヲ以テ之ヲ検束」し、さらに妨害者に対しては組合の
規約による処分にとどまらず、「行政上相当ノ方法ヲ以テ之ヲ処罰」することを希望している。つま
り、世界市場への対応という点から、現行準則の組合結成方法、強制加入規定が不十分だとして、こ
れらの点に対する強制力増大を求めたのである。同様に1892（明治25）年には「現行同業組合準則ニ
ハ制裁ノ設ナク実際ノ効能薄弱ナルニ付、此準則ハ廃シ更二制裁ヲ附シタル規則ノ制定ヲ望ム」とい
う主旨の準則修正案が、東京商業会議所で議論されている20）。そのほか諸府県からも重要物産には別
に強制力のある取締規則を定めうるよう要請が出された。
　この結果、1891（明治24）年に一定の変化がみられる。京都府より管下の「重要工業取締ノ為同業
組合取締規則ヲ定メニ十三年勅令二百八号ノ罰則ヲ附シ府令ヲ以テ施行」したいという「伺」があっ
たのに対し、農商務省は「予メ法案ヲ具シ其地商業会議所へ諮問ノ上本省ノ認可ヲ受クヘシ」と指令
し、その謄本を各府県知事に送付し、「各地方特有重要産物保護上其商工業ノ発達永続ヲ必要トスル
場合ニハ該業二限リ去ル十七年本省第三十七号同業組合準則二拠ラスシテ特二取締規則ヲ設ケ之ヲ規
約シ得ル旨」を通達した21）。ちなみに、この措置により認可された京都府の同業組合取締規則は、西
陣織物製造業、丹後縮緬業、陶磁器商工業、漆器商工業等の在来諸産業に適用され、加入しない老に
は5円以下の罰金が課される等を規定していた22）。
　このように組合への強制的加入と組合規約遵守を強化する方向は、国家権力が同業組合を通して諸
営業者の掌握と取り締まりをいっそう強めることを意味している。しかしその場合、政策当事者がこ
の取締規則に託したものは、すでにみてきたように、賃金、価格、販路の統制・制限、あるいは一部
営業者の独占的利益確保等でなかったことは留意すべきである。
　ところで、同業者組織化政策は日清「戦後経営」期に、新たな展開をみせ、「同業組合」による同
業者組織化政策としては本格化する。それは1900（明治33）年法律第35号、重要物産同業組合法にお
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いてである。ここでは該法律の成立過程を一瞥しておこう。
　すでに述べたように、明治20年代半ぽより準則とは別途に、各府県で重要産物を対象とする取締規
則が承認されるようになる。その結果、京都、徳島をはじめ各府県でこの取締規則が設けられ（明
治29年度には約半数の府県で取締規則が設けられている）、多数の組合がこの規則にそって認可され
た23）。このような動向は、市場の拡大に対応しながら、日清戦争を契機に、同業組合準則に代わる新
たな全国的同業組合法の制定に帰着する。
　1895（明治28）年8月、第4回商業会議所連合会幹事に、前回に金沢商業会議所に付託されていた
同業組合規則案が提出された24）。　この案は、重要物産、重要商品の改良発達に関与する組合を対象
に、営業上の「弊害」矯正、利益増進を目的とし、加入しない者および組合規約違約者に対する罰則
を規定したものであり、20年代後半から設けられてきた府県レベルでの同業組合取締規則と同様のも
のであった。ここで注目したいのは、この案の提案理由、および連合会での審議経過である。提案説
明によれば、この案は「営業ノ自由ヲ検束スルコト少シトセ」ざるが、「海外輸出品、若クハ内地向
ノ物産ト難トモー地方ノ福利ヲ増進スヘキモノニ付テハ、粗製濫造ノ弊ヲ矯メ競争販売ノ害ヲ除キ国
家ノ利益ヲ企図センニハ、勢ヒ同業者ノ団結ナカルヘカラス、則チ国家的利益ノ為メニハ己人ノ自由
ハ多少之レヲ犠牲二供セサル可ラサルナリ」としている。また審議過程では、「戦捷ノ結果トシテ我
邦ガ宇内貿易ノ潮流二突出シタル以上ハ益々至緊至急」という説明もされており、日清戦後の市場拡
大への対応と、輸出振興の国家的要請への対応の一方策として、この提案がなされたと捉えうるので
ある25）。このように、当時の経済界を代表する機関においても、新たな同業組合法が議論されていた
のである。
　さて、このような動きを背景に、いよいよ帝国議会の場でも同業組合問題が取り扱われるようにな
る。
　同業組合準則布達後、政府が同業組合関係法案を提出したのは、第9帝国議会（1895年12月～翌年
3月）における「重要輸出品同業組合法案」が初めてであった。同法案に関する衆議院委員会におい
て、政府委員安藤太郎商工局長は、従来この方面では準則と府県の取締規則があったけれども、「制
裁ト権能」がなかったので十分の成果が上げられず、ことに組合に加入しないで「粗製濫売」する者
に対する取り締まりや製品等の検査が不徹底であった点を指摘している。そして、本案は組合に「権
能ト制裁ヲ与ヘルト云フコトガ趣旨」だとしている26）。また、政府委員金子堅太郎農商務次官は、日
清戦後という背景を重視しつつ、「今日、戦後ノ経営トシテ第一ノ目的トスルノハ海外貿易一外国
二向ツテ日本ノ貿易権ヲ張ラナケレバナラヌ」ということであり、「戦後ノ経営ノー機関トシテ此同
業組合ヲ立テナケレバナラ」ないことを強調している。すなわち、「航海奨励、造船奨励、勧業銀行、
農工銀行ノ設立、外国貿易品陳列館、外国貿易視察ト云フ迄二進ンデ、大概ノ機関ガ揃ツテ、今ヤ外
国貿易ノ海二乗リ出サウトスル勢デアルノニ、内二顧ミテ製造人ノ有様ヲ見レバ基礎ガ弱イカラ、是
非此案ヲ通シテ、外二対スル内ノ準備ヲ確実ナラシメタイ」と述べている。このように当時の農商務
官僚が、日清「戦後経営」における輸出振興を重視し、その一環にこの重要輸出品同業組合を位置づ
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けていることは、従来の研究においてはあまり顧みられていないだけに興味深い。しかし、法案は会
期切れで未成立となる。
　翌年の第10帝国議会（1896年12月～翌年3月）において、再び「重要輸出品同業組合法案」が提出
される。この法案は、組合に対する権力の指導権を強化したほかは前回のものとほとんど同じ内容で
あった。今回は貴・衆両院において若干の修正ののち可決され、1897（明治30）年法律第47号として
公布された。この法の要点は以下のようであった。
　（1）対象　　「重要輸出品ノ生産、製造又ハ販売二関スル営業ヲ為ス者」（第1条）
　（2）　目的　　「組合員協同一致シテ営業上ノ弊害ヲ矯正シ信用ヲ保持スル」（第2条）
　（3）結成方法　　郡市以上の一定地区内の「同業者五分ノ四以上ノ同意ヲ得テ創立総会ヲ開キ定款
ヲ議定シ農商務大臣ノ認可ヲ受ク」（第3条）
　（4）事業　　組合員の営業品検査等（第9条）、ただし「営利事業」は行なえない（第5条）
　（5）農商務大臣の権限　組合および連合会を官吏に臨検させ得る（第13条）ほか、「公益上必要ト
認ムルトキハ同業組合及同業組合連合会ヲ設ケ」させうる（第14条）。また法律や命令に反したり、
「公益ヲ害」した場合には、組合の解散、業務停止、役員の改選、決議の取り消しを命じうる（第15
条）。
　（6）罰則規程　　組合員と同一の営業者でありながら組合に加入しなかった者、および官吏の臨検
ないし諮問への答申を拒否した組合および連合会に対しては、2円以上100円以下の「過料」（第17
条）、組合の検査証を不当に使用した者および偽造の検査証を使用した者に対しては、15日以上6ケ
月以下の重禁鋼もしくは10円以上100円以下の罰金（第18条）。
　（7）その他　　組合は法人として訴訟時には原告あるいは被告となりうる（第5条）ほか、輸出品
取り扱い同業者でなくとも、本法を準用しうる（第19条）。
　これらの諸規程を議会での審議内容から若干補足しておこう。まず該法の適用対象を「重要輸出
品」としたことについてである。政府委員安藤商工局長は、審議のなかで、近年の輸出増加につれ輸
出品の粗悪化や不正取引が進んでおり、この是正のため「重要輸出品」の同業組合を活用するとして
いる27）。この「重要輸出品」とは、年輸出額が10万円以上のもので、37品目に限られており2s）、国内
向商品は「競争容易ナルカ故二自然二弊害ヲ防クヲ得ヘシ又目下世論ノ趨向ヨリ察スルトキハ営業自
由ノ説ハ恐ラク本法ヲー般商業社会二適用スルヲ許サxルヘシ」として除外されていた29）。また「三
菱会社」や「シャーデソマヂソン商会」（Jardine　Matheson＆Co．）は「組合二入ルノ必要ナキ大会
社」とされている30）。このように、この法の成立には、個別には粗製濫造を禁じえない在来諸産業な
いし零細経営を組織化し、海外市場の拡大に対応してそれらをいっそう有効に輸出産業として動員し
ようとする政府の意図が働いていたのである。同時に、政策当事者は該組合が「公益ヲ害」したり、
該法が「重要輸出品」以外に適用されることなどを規制していることにみられるように、「営業自由」
の規制とならないよう配慮していたのである。ただし、結果的には、既述のごとく「附則」第19条が
設けられ、輸出向商品以外に関与する組合もこの法の準用が可能となる。これは、従来の同業組合準
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則や取締規則に不満をもつ実業者たちの代弁者たる前田正名らの意見の反映であった。しかし逆に、
加入強制と違約者処罰の規程を、「個人ノ自由ヲ害スル」あるいは「実業家ノ自由ヲ妨グルコト最モ
甚シキモノ」と非難する意見も出されており、衆議院では81対68で可決されるという状態でもあっ
た31）。
　さて、重要輸出品同業組合法が公布されると、政府は農商務省令第5号、第6号を発して、1885年
農商務省達第35号と準則の第4条（「加入強制」を規定している）を廃止した。これにより、準則に
もとつく同業組合（＝準則組合）は規制力という点ではまったくネグリジブルなものとなり、重要輸
出品同業組合法にもとつく組合だけが、明確に加入強制力と諸制裁力を持つこととなったのである。
　しかし、このような限定はやがて修正を求められることになる。その一例として、第8回商業会議
所連合会（1899年）に名古屋商業会議所より提出された「同業組合法二関スル意見書」がある32）。そ
こにおいては、同年7・8月に日英通商航海条約等の改正条約が発効したことを考慮しながら、「今日
既二改正条約ヲ実施シ内地ヲ解放シテ以テ外人ト商業上ノ輸臓ヲ争フ」にあたっては、同業者間の協
力体制がますます必要になってきている。しかし、当局者は組合を「各個商人ノ自由ヲ覇束シ商工業
ノ発達ヲ妨クルモノトナシ、極力消極的ノ方針ヲ執」っており、それゆえ「重要輸出品同業組合法第
十九条ヲ百般ノ営業二適用スルノ方針ヲ以テ改正セラル玉殿、将又同業組合準則第四条ヲ復活セラレ
ソ事」を望む、とされている。結局この「意見書」は継続協議事項とされるにとどまるが、諸営業者
を強力に組織化する手段として同業組合を求める声が、実業界に根強ぐ存在していたことを示してい
るといえよう。
　このような声を背景に、第14帝国議会（1899年11月～翌年2月）で「重要物産同業組合法」（1900年
法律第35号）が可決される。この法案は恒松隆慶ら衆議院議員の提案によるものであった。主旨は、
重要輸出品同業組合法の適用範囲を「重要物産」の同業組合まで拡大するということであった。ただ
し、いくつかの点で相違があり、①目的を「営業上ノ弊害ヲ矯正シ其ノ利益ヲ増進スル」（第2条）
と改め、若干の積極性を付加したこと、②設立に必要な同意者数を5分の4から3分の2へ減らし、
設立を容易にしたこと（第3条）、③組合および連合会に対する農商務大臣の職権の一部を地方長官
に委任しうること（第18条）などがその主要なものであった。
　以上、重要物産同業組合法公布にいたる過程を概括してきたが、当初の問題の要点との関連ではど
のように整理できるであろうか。まず第1に、政策的には、株仲間が有していた経済的規制機能をこ
の同業組合が持つことを原則的に否定している。それにかわって製品の品質等の検査が、組合の重要
な機能として位置づけられてきたのである。第2に、国家権力と同業組合の関係は、常に行政当局の
監督を受け、必要とあらぽ農商務大臣は組合の設立、解散をも命じうるほどのものだったのである。
第3に、当初準則が松方デフレ下での同業者共倒れ防止をも期待されていたようであるが、企業勃興
期、産業資本確立期へと経過する中で、いっそう輸出振興のための政策として位置づけられるように
なったのである。しかも、軍拡とそれを支える経済体制づくりという、日清「戦後経営」の諸政策の
一環として位置づけられているところに、この期の同業者組織化政策の政策的意図があったのである。
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　しかし、政策の歴史的意義を問う場合、実際の運用と、それによってもたらされた結果を検討する
ことが不可欠である。それゆえ次に、この点に関する若干の検討を加えておこう。
皿　重要物産同業組合の普及とその性格
　1．重要物産同業組合の普及
　同業組合準則にもとつく組合は、1886（明治19）年にはすでに1579組合になっていた。これは、準
則布達以前に各種の組合ができており、準則によって法的に追認されたものが多かったことによる。
組合が組織された業種は、各府県取締規則の認可状況からみると、織物業（絹、綿）、陶磁器業、漆
器業、製糸業、花莚業、米穀業、石炭業などに普及していったようである33）。また蚕糸業について
は、1885年農商務省達第41号蚕糸業組合準則にもとついて組織化が行なわれていたが振るわず、明治
20年代後半から各府県独自で取締規則を設けて組織化が行なわれていった34）。
　ところで、同業組合による同業者組織化が本格化する明治30年代以降、どのような分野に組合が拡
大していっただろうか。すでに明らかなように、同業組合は輸出振興の手段とされており、まずこの
点を確認しておこう。
　図1において明らかなように、明治20年から輸出入ともに激増しはじめるが、日清戦争、日露戦争
を契機に著増し、さらに第一次大戦を契機に飛躍的上昇を遂げ、第二次大戦前の最高水準にいたる。
すなわち、戦前における貿易は戦争を契機にして拡大しているといっても過言ではない。さて、それ
ではこのような輸出増進は、いかなる産業分野の発展によって可能となったのかを、今問題にしてい
る明治2、30年代についてみておこう。この方面では多くの研究業績が残されており、それらの成果
に依拠して検討しておく。第1表は、当時の輸出の中で主要な位置を占める商品を、再生産構造との
関連において分類し、配列’ ｵたものである。なお、1用機器と消費資料生産用機器＝労働手段の輸出
は、「ネグリジブル・スモール」であった35）。この表では、消費資料とその原料の輸出が圧倒的であ
ること、その中でも生糸の位置がずぽ抜けていること、さらに主要輸出品のほとんどが、一貫して第
1次産業の生産物であること、などが明らかである。ただし、30年代には、消費資料原料中では綿織
糸が、消費資料中では綿織物が台頭してきており、機械制大工業の一定の発展も確認できる。　しか
し、それらを除けぽ、ほとんどが小営業ないしはマニュ的生産形態以下の経営から生産されるような
商品であった。
　ところで、輸出品については同業組合設立も奨励され、場合によっては訓令をもって設立を促され
ている36）。そこで、「重要輸出品」37）とされ同業組合設立が重視された諸商品の輸出動向を、第2表で
確認しておこう。それによると、輸出総価額の変動とほぼ対応しながら、明治中期からほぼ全体の60
％近くもの割合を占めていることが看取される。その中では生糸がやはり圧倒的比重を占めているの
であるが、その他では第1表にみられるような在来諸産業や、燐寸や玩具に代表されるような中小工
業の諸製品が多額を占めているのである。
　さて、それでは実際にはどのような産業分野に同業組合が設立されていたのか。残念ながら、明治
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図1　貨物輸出入総価額の推移
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30年代については、十分に把握しえなかったが、それ以降と趨勢はさほど変化してないと思われるの
で、第3表によって検討しておこう。まずここでは蚕糸業、織物業が、組合数の上では全期間（重要
物産同業組合法は1943年に廃止）にわたって多数を占めていることがわかる。そのほか第1表に登場
した商品や、第2表の「重要輸出品」とされた商品の同業組合が比較的多数を占めていることがわか
る。しかし、それと同時に輸出品とは規定しにくい商品の同業組合も、一定の割合を占めていること
に留意する必要がある。すなわち、米穀、醤油・味噌、木炭、麺類等の同業組合がそれである。これ
らの商品に共通していることは、生産・消費ともに零細小口であり、多くの流通段階を必要としてい
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第1表　産業資本形成期における輸出構成
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　　332’一一一一一顧一冒一一一一一 　1，559－一一一一一一一一F－一一一 　2，948－一一一一「，，一“一一一一一
海　　鼠 綿織物 絹手巾
　　271－一一一一一一一’一一回■一 　1，109－一一F甲一一一置一一一一一 　2，938【駒一－一一一一一一1nF
寒　　天 昆　　布 乾　　魚
　　211一一一一一
諶q及団扇
　　939－一一一一一一一一一一一一
ｽ　　器
　2，4827－一一一”脚一一一一一一一
戟@　草182 708 2，127
古島・安藤編r本系日本史叢書14流通史11』204～207頁、表10．11．12．より転載。
第2表　輸出総価額中の重要輸出品価額の割合
年 a．輸出総価額 羅灘観・．生綱・．騰・／・1・．騰ψ
1868明治（1）
　　　　　　　円
P5，553，473
　　　　　　円
V，169，655
??
、，253，、晃1
?? ????
　　　円
U，450
％
1872　　（5） 17，026，6476，580，2793 5，205，23731 8，573 1，659
1877　　（10） 23，348，52211，583，06850 9，626，95641 2，158 18，240
1882　　（15） 37，721，7519，895，42153 16，232，15043 27，146 38，148
1887　　（20） 52，407，68126，373，43350 19，280，00337 149，233 170，640
1892　　（25） 91，102，75452，897，45858 36，269，74440 4，459，6975 544，0221
1897　　（30） 163，135，07792，434，66257 55，630，46034 9，852，9086 2，512，3752
1902　　（35） 258，303，065149，221，59058 76，859，47730 27，987，2121 5，998，3062
1907　　（40） 432，412，8732 1，888，90954 116，430，35427 31，639，7877 16β45，0974
1912大正（1） 526，981，842304，584，9855 149，852，70928 30，100，9796 25，766，3955
1917　　（6）1，603，005，048803，339，27850 351，904，38622 62，857，7284 127，458，2518
1922　　（11）1，637，451，8181，221，894，84375 668，859，50341 117，928，9677 221，952，1194
1927昭和（2）1，992，317，1651，531，567，20377 741，227，84537 139，615，2067 383，836，63619
1932　　（7）1，409，991，707925，546，43766 382，366，44227 50，287，5994 288，712，83320
・重要輸出品は、大正5年農商務省告示第90号、大正6年同第48号、大正7年同第240，333号で指定された54
品目をさす（「薄絹及経絹」および刺しゅう糸抜、カタン糸の3品目は含まず）。
・絹織物、綿織物については総計の数値を使用。
・『日本貿易精覧』の数値を使用。
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第3表　主要な重要物産同業組合の設置状況
奨種イ轡（1900明33）（躍）（謂ll）（罷）（野）（類）（響）（貿1）（鶏）（響）（構）（講）（瞬1；）（瑠1）
　　　　＼
蚕糸業（含蚕種・
桑苗）
織　　　　物
米　　　　穀
材木（含竹材）
醤油・味喰及溜
肥　　　　料
木　　　　炭
紙及同製品
薬　　　　品
陶　磁　器
花莚・藺莚・畳表
金属製品及同加工
品
漆及漆器
柑橘（含果実・疏
菜）
麦秤・経木・真田
砂　　　　糖
酒類（含罐詰）
石炭・コークス
麺　　　　類
荒物・藁工品
傘（含和・洋傘）
そ　　の　他
????﹇?
13
14
11
97
12
107
48
18
14
17
164
122
66
25
19
17
11
23
16　　19
19　　14
19
13
???
10
????????
11
10
10
248　　　256　　　307　　　354
134　　　137　　　144　　　159
65　　　　64　　　　69　　　　70
35　　　　37　　　　38　　　　47
33　　　　37　　　　39　　　　42
30　　　　25　　　　30　　　　30
32　　　　46　　　　81　　　134
27　　　　30　　　　35　　　　39
22　　　　27　　　　22　　　　24
22　　　　23　　　　24　　　　23
20　　　　21　　　　23　　　　25
19　　　　21　　　　32　　　　29
16　　　　17　　　　18　　　　16
14　　　16　　　16　　　21
12　　　22　　　19　　　18
13　　　13　　　16　　　15
13　　　14　　　16　　　16
11　　　12　　　11　　　12
10　　　17　　　14　　　14
　　　　　　24　　32
207　　　241　　244　　　296　　　324　　　353
4 3　　　451　　　222　　　175
34　　　128　　　110　　　　93
70　　　　69　　　　73　　　　73
49　　　　50　　　　53　　　　54
41　　　39　　　　36　　　　35
27　　　　21　　　　20　　　　20
174　　　178　　　195　　　162
31　　　　27　　　　24　　　　24
23　　　　24　　　　24　　　　24
23　　　　22　　　　20　　　　19
23　　　　23　　　　23　　　　21
28　　　　30　　　　29　　　　29
18　　　18　　　18　　　18
32　　　37　　　43　　　41
12　　　11　　　11　　　12
16　　　16　　　15　　　15
16　　　　24　　　　24　　　　25
11　　　11　　　11　　　11
15　　　　14　　　　12　　　　10
40　　　　40　　　　43　　　　44
12　　　　12　　　　12　　　　11
349　　　322　　　304　　　295
???????????????????
??????
合　　　計 230i233）（290）
407
i422）
745
i770）
916
i916）
102011311302147315971567133312111106
連合会数 3 15 25 37 46 53 60 66 78 84 61 51 45
　・その他は、原則として組合数10未満のもの（ただし、上掲業種以外で10以上あるものを若干含んでいる。
　　また上掲業種中10未満の年の数値も含まれている。）
　・1g12、1924年はr日本経済統計総観』の数値を使用、それ以外は各年のr重要物産同業組合一覧』の数値
　　を使用（1906年における業種別組合数は、主として商工業に属する組合数であり、かつまた連合会も含ま
　　れている。）
　・（）内の数値は、小野武夫・飯田勘一『最新重要物産同業組合法精義』（1918年刊、17～18頁）の数値。
ること、いずれも国民生活と密接に結びついていること等であり、そこから同業者の結集が必要とさ
れたようである。かくて2種類の同業組合を見い出しうるが、このことは重要輸出品同業組合法→重
要物産同業組合法のごとく、世界市場との対応より生じたものが、やがては国内へも一般化される傾
向の現われでもあろう。
　以上、輸出動向との関連において、重要物産同業組合の大局的趨勢を一瞥したが、もう少し詳しく
その内容を検討しておこう。第4表は組合規模の比較的大きいものを、主管局別に拾い上げたもので
ある。そこでは、組合がきわめて多枝の業種（そのほとんどが在辛産業）にわたっていることを看取
しうる。そしてまた、生産または販売額が100万円以上の組合数は全体の24％で、ほとんどの組合が
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第4表　1909（明治42）年における主な重要物産同業組合の分布状況
業　　　　　　　種
組合地区内生産ま
ｽは販売が100万
~以上のもの
鎌細前・項とものもの　1灘すもの 府県、郡、市
ｬ村からの補
浮ﾌあるもの
渤類製造（絹・綿・麻製品、足袋・染物業等も含む）陶　　磁　　器
60
Q
25
P
18 57
P2
　　製　　　　紙
　　醤油醸造
　　燐　　　　寸
工　　花簿・藺鑓
　　麦桿・真田・経木
　　製　　　　薬
務　　傘（洋傘・騙幅傘）
　　硝子・破璃器???????
主
???管
?
藍
?????
??
米、製粉
????
??
?
1
??
??
2
1
1
1
2
?
1
1
?』???1
?
??
小　　　　　　　　　計 87 44 1　251　…
工務局主管組合総数（330）との対比 26％ 13％ 8％ 31％
米穀取扱（精米、小売、輸移出を含む） 17 2 1 1
貿易商（生糸、砂穂花鑓など） 9
織物問屋（呉服、太物も含む） 5
石　　炭　　商 5?
蚕　　糸　　商 4 1 1
砂　　糖　　商 3
材　木　問　屋 3 1?
肥　　　　　料 2 2 1
売　　　　　薬 2 1 1
小間物、化粧品商 2?
酒　　　　　類 2 1 1
雑　　貨　　商 1
陶　　磁　　器 1
主 玩　　　　　具 1
洋　服　商　工 1 1
硝　　　　子 1?
菓　　　　子 1 1 1
麦　稗・真　田 1
藺　　草　　類 1 1 1 2
洋　　紙　　商 1
荒　　　　物 2
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??
務
局
主
?
?????
業 種
組合地区内生産ま　組合員数が　前2項とも　府県、郡、市
たは販売が100万　1000人以上　　　　　　　町村からの補
円以上のもの　　　のもの　　　満たすもの　助のあるもの
木　　　　炭
磨@　　　　荷
4
2
小　　　　計　1　　63i　147 8
商編主盤合緻（22・）との対比　　　29％　・％1　・％1　・％
蚕糸業（養蚕、蚕種製造も含む）
米　穀（米穀生産、販売）
柑橘類（生産、販売）
糖　業（甘橘栽培、製造、販売）
煙　草　栽培
蕃　椒（栽培、販売）
生　　　　　姜
落　　花　　生
薄　　　　　荷
??2 ????5 ?? ?9
1
1
小
??＝? 26 73 8 94
農務局主管組合総数（178）との対比 ・5％1 ・・％1 ・％［ 53％
?? ?? ? ??
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25％i　　　　63％雌駐龍舗数（・）との対瑚
総
??＝? 176 133 40 208
組合総数（745）との対比 24％ ・8％1 5％ 28％
・組合総数には水産局主管のものも含む。
・補助金のある組合数は当該業種の全組合の中から算出。
・『重要物産同業組合一覧』（1910年6月刊）の数値を使用。
零細経営の集りであること、主管局別にみた場合、生産および販売額と組合員数との相関は、商務局
主管が額多・員少、農務局主管が額少・員多、工務局主管が中位にあり、農務局主管同業組合に所属
する経営の方がより零細であることが、傾向的に想定しえよう。さらに、行政機関の補助金支給にっ
いては、農務、山林局主管組合では半数以上の組合に支給があり、この分野での勧業政策に同業組合
育成が位置づけられていたことを看取しうる。また織物製造業についても半数近い組合に補助金が支
給されており（連合会を含めた織物関係の同業組合は122）、同様のことを指摘できよう。
　最後に、同年における組合地区内生産または販売額が1，000万円以上の同業組合を列挙しておこう
（第5表）。ここに列挙された同業組合の所在地は、当時有数の機業地域であり、製糸業地域であり、
貿易拠点であった。それゆえ、これらの同業組合が諸産業の発展および市場構造に、いかなる関連を
有したのかを検討することは、同業者組織化政策の歴史的意義の把握に重要な示唆を与えてくれると
思われる。
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第5表組合地区内生産または販売額が1，000万円以上の重要物産同業組合（1909年12月31日現在）
組 合
?
営　　業　　種　　類 組合員数 組合地区内生産　設立認可または販売額年　月????????????
??織??輸??川??
????? 同業組合??
??
桐　生　織　物　　〃
織物業、紋様業、箴業
絹織物製造、練業、商業
金属製品および半製品または加工
品の製造、販売
輸出織物製造、販売、仲立、精練
織物製造、買継商、生糸撚糸販売
業、綿糸販売商、染料商、染物商、
整理業、仲立業
織物製造、仲買商、整練業、撚糸商
7，088人　　19，173，582円
2，617　　　　　19，168，350
1，515　　　　　　11，807，522
1，115
1，440
952
1 98年3月
1898．　1
1905．7
11，346，688　　　　1902．　3
10，432，924　　　　1899．　3
10，295，508　　　　1898，　11
　　神戸石炭商
　　宇島石炭商?
　　横浜蚕糸貿易商
務　大　阪　織　物
　　東京白米商
局　東京織物問屋
　　若松石炭商
主大阪朝鮮貿易商
　　東京材木問屋?
　　東京呉服太物商
　　東京洋紙商
同業組合
??
?????
???
石炭販売
石炭商、石炭搭載船舶取扱
横浜市に店舗を設け生糸類の委托
販売を営業とする貿易商
織物製造販売、加工販売
白米販売、掲精業
内外産織物卸売
石炭売買、輸出、輸送
朝鮮との直輸出入を営業、内地お
よび朝鮮からの委托販売
内外国の諸材木、竹類の売買
呉服、太物の小売
内外洋紙卸商、仲買商
????
　722
4，185
　448
　171
　236
295
698
46
369，258，086　　　　1899．　9
131，955，874　　　　1901．　3
124，504，000　　　　1898．　12
42，226，556　　　　1906．　8
40，302，480　　　　1899．　9
39，363，247　　　　1902．　10
22，000，000　1905．6
14，839，000　　　1907．　9
12，601，910　　　　1906．　8
11，301，074　　　　1907．　7
10，694，751　1907．7
農主???前　橋　製　糸　同業組合
M濃国諏訪生糸　　〃
生糸製造　　　　　　　　■
孖B生糸製造
145
P10
23，059，401
P4，116，850
907．3
P901．3
『重要物産同業組合一覧』（1910年6月、農商務省工務局刊）1～137頁参照。
　2　組合定款の検討
　明治20年代の準則組合や各府県の同業組合取締規則にもとつく組合では、営業品の価格、賃金、生
産・販売方法等に関する規制を有する組合があったのも事実であり、それゆえたびたびそのような条
項を禁じた通牒や指令が出された。
　ところで、国家的にも同業者組織化が推進される明治30年代以降は、具体的にはどのような機能を
持った組合が設けられたのだろうか。重要輸出品同業組合法でも重要物産同業組合法でも、それらの
施行規則において、定款に、組合の目的、業務、営業品検査、違約者処分、仲裁調停等に関する規程
を設けることを銘記している。そこで、ひとまず、この定款に着目して、いくつかの同業組合の機能
について考察する。第2、3表で明らかなように、織物ならびに製糸業に関する同業組合が、量的に
も政策的にも重きをなしている。それゆえ、この分野にいちおう限定しておく。
　まず、目的では「本組合ハ組合員協同一致シテ営業上ノ弊害ヲ矯正シ斯業ノ発達ヲ謀リ信用ヲ保持
スルヲ以テ目的トス」（西陣織物同業組合定款、第2条）というような、紋切り型のものが一般的で、
さしてその実態についてはイメージしえない。しかし事業内容、業務内容では多枝にわたっている。
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これについては、徒弟、職工、工女、賃織業者に対する取り締まりや掌握に関する規程を定めている
ものが多いようである。いくつかの例をあげてみよう。
　①西陣織物同業組合……「第10章賃織及ヒ職工徒弟二関スル規程」において次のような規程を
設けている。
「第76条　組合員ニシテ職工徒弟ヲ使傭又ハ解傭為シタルトキハ七日以内二事務所へ届出ツヘシ
　第77条　組合員二於テ賃織契約職工雇傭契約従弟習業契約ヲ為シタルトキハ組合ノ保障登録ヲ受ク
ルコトヲ得（以下略）
　第78条　組合員ハ組合二加入セサルモノト賃織契約ヲ為シ又ハ組合二加入セサルモノニ撚糸ヲ為サ
シムルコトヲ得ス
　第80条　組合員ハ何等ノ名義ヲ用フルモ他二保障登録ヲ受ケタル契約ノ存在スル職工徒弟ヲ恣二使
役スルコトヲ得ス
　第83条　職工又ハ徒弟ガ契約期間中二恣二業務ヲ休止シ且ツ濫二傭主又ハ使用者ノ家ヲ去リ若クハ
不法ノ行為ヲ以テ傭主又ハ使用者二損害ヲ蒙ラシメタルニ依リ其傭主又ハ使用者ノ申請アリタルトキ
ハ組長ハ其事実ヲ調査シ組合二於テ雇傭禁止ノ宣言ヲ為スコトアルヘシ
　第88条　証票ヲ所持セサル職工ハ組合員二於テ傭役スルコトヲ得ス」38）
　②尾西織物同業組合……「第13章職工傭人取締及使用」における規程
「第86条　組合二於テ職工傭人ヲ使役シ又ハ賃職ヲ為サシメソトスルトキハ左記ノ事項ヲ具シ五日以
内二組長二届出ツヘシ但シ解傭及解約ヲ為シタルトキ亦同シ（原籍、住所、前傭主又は契約者の住所
氏名、同業者の使役中のものはその承諾書等の届出を定めている）
　第87条　前条ノ届出ヲ怠リタル者ハ同業者相互間二於ケル紛議又ハ傭主ト職工傭人トノ間二生シタ
ル事故二付異議申請ノ効ナカルヘシ（以下略）
　第88条　組合員ハ同業者使役中ノ職工傭人又ハ契約中ノ出機賃織人二対シテハ其ノ傭主又ハ契約者
ノ承諾ヲ得ルニ非サレハ之ヲ傭使シ又ハ賃織ヲ為サシムルコトヲ得ス」39）
　③福井県織物同業組合（福井県絹織物同業組合を1925年に改称したもの）……「第18章職エ雇
人二関スル規程」
「第104条　組合員ニシテ職工又ハ雇人ヲ雇使セムトスルトキハ本組合二申出テ職工証又ハ雇人鑑札
ノ下付ヲ受クヘシ
出機製織者ハ本規程二於テハ之ヲ職工ト見倣ス
　第106条　組合員ハ職工証又ハ雇人鑑札ノ下付ヲ受ケス若クハ前雇主ノ解雇証ナキ者ヲ雇使スルコ
トヲ得ス（以下略）
　第107条他ノ組合員ノ出機セル家二出機セムトスル組合員ハ職工ヲ異ニスル時ト難其組合員ノ承
諾ヲ経ルコトヲ要ス」40）
　以上の規程に共通してみられることは、まず第1に、職工、徒弟といった雇用労働力を同業組合が
掌握し、どの組合員＝織物製造業者に所属しているのかを確認することによって、組合員間での労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一84一
力争奪にからむ紛議を防止しようとしていることである。これは雇用者としての製造業者にとっては
甚だ有利であるが、自由な労働力移動に対する一定の制約となり、職工たちに対する収奪強化に結び
つくといえよう。第2に、同一の賃織業者＝「出機」に対し、同時に複数の製造業者が契約を結ぶこ
とを禁じて、組合員＝織物製造業者間の紛議を防止しようとしていることである。しかし、このこと
が織物製造業者41）にもたらす有利さは紛議回避にとどまらない。すなわち、これは、賃織業者にとっ
てより有利な契約を選択する自由を奪うため、織物製造業者の経済的支配と収奪を強めることになり
うるのである42）。
　さらに、同業組合の重要な機能である営業品ならびに作業場の検査に関する規程については、多く
の場合、定款中にかなり詳細に記されている。その検査結果は、営業品への証紙や等級票の貼付とい
う形をとる場合が多いようである。ちなみに、この種の検査は、徐々に府県あるいは国営の検査機関
の設置、および種々の取締規則によって補強ないしは解消されていったようである43）。なお、同業組
合による検査は、当初かなり強圧的に行なわれた所もあったようである44）。
むすびにかえて
　以上、同業者組織化が政策的に位置づけられ、該政策に期待されたものが何であったのか、そして
また、産業資本確立＝資本主義的再生産構造の定置にいたる過程およびその後の経済的変遷につれ
て、重要物産同業組合がどのような役割を果たそうとしていたのか、について概観してきた。その結
果、日清「戦後経営」期に、この同業者組織化政策が、在来産業あるいは消費資料原料、消費資料の
生産分野を中心に、輸出産業の担い手としてそれらの分野の小経営を動員してゆく経済体制づくりの
中に位置づけられるにいたったことを確認しえたであろう。その場合、この同業組合は、国家権力に
よる特権擁護を背景に、商品の生産・流通に制限的に作用する株仲間的組織とは明らかに異なったも
のといえる45）。しかしながら、いまだ小営業的またはマニュ的生産形態にその多くの経営が滞留して
いる生産力水準にもかかわらず、基軸的産業の機械制大工業としての確立と、軍事力の増強を対外的
に必至のものとされるに及んで、急速に輸出産業＝外貨獲得産業たらざるをえなかったがゆえに、流
通過程から強引に商品生産を発展させる形態を取らざるをえなかった。それゆえ、たぶんに前期的性
格を有する、組合内の商人層による問屋制前貸的収奪を排除しえず、否むしろ彼らの組合主導によ
り、直接生産者の発展はいっそう罎小化されたといえよう。
　それと同時に、器械製糸業の高度の発達を遂げた長野県諏訪地方では、同業組合による労働力対策
ではもはや不十分であり、資本家的同盟としての「諏訪製糸同盟」を生みだしたことも、同業組合の
歴史的限界を確認する上で銘記しておく必要があろう46）。
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　も、次のように述べられている。すなわち、
　　「1、既二解雇セラレタル職工又ハ雇人ト錐モ前雇ノ承諾ヲ経ルニ非サレハ他ノ組合員ヲシテ之ヲ使用ス
　ルヲ得サラシメ之二違背シタル老ヲ違約処分二付セソトスルカ如キ規定ヲ設ケシメサルヲ可トス
　　1、外国貿易二於ケル売崩ノ弊ヲ防ク為メ必要ナル場合ノ外商品ノ価格ヲ組合二於テ定ムルノ規定ヲ設
　ケシメサルヲ要ス
　　1、極メテ特別ノ事情アル場合ノ外口銭、手数料又ハ賃金等ヲ組合二於テ定ムルノ規定ヲ設ケシメサル
　ヲ要ス
　　1、……信認金ヲ納入セシムルハ不可ナシト難加入ノ要件トシテ加重ノ負担＝任セシムルカ如キハ……
　妥当ナラサルニ依リ……慎重ノ注意ヲ要ス」
　　（埼玉県行政文書「明3617－33」）同業組合が規制力を持つことに対するこのような注意は、その後何回
　かなされている。ただし、価格協定については前掲のごとく輸出品にはすでに認められていることに留意
　しておかねばならないだろう。また、このような注意を促していることは、前掲のいくつかの例のよう
　に、政府の意向と相違する規程を含んだ定款の存在を想起させる。それゆえ、同業組合の現実の役割はそ
　れに対する政策のみでは即断できないであろう。
46）　この点については武田安弘氏の「製糸同盟成立過程の検討」（北島正元編『製糸業の展開と構造』塙書
　房1970）が貴重な示唆を与えてくれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程53入学）
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